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鹿児島商工会議所
かごしま検定より出題
問題提供

❶ 屋久島に関する説明として、誤っているものは、次のどれか。

　　① 九州最高峰の宮之浦岳をはじめとする高峰が連なる

　　② 1993 年、白神山地とともに、世界文化遺産に登録された

　　③ 「屋久島憲章」制定など、自然との共生が図られている

鹿児島銀行キャラクター

【答え】はP05に！

 

桜島物産館展望台（鹿児島市）

時流を読む
本県景気の現状について
～個人消費の低迷などで景況感はマイナス圏に～
南の風
待ったなしの事業承継　
古川　仲二／公益財団法人かごしま産業支援センター　理事長
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総合リース・オートリース・ファクタリング業務
鹿 児 島 リ ー ス 株 式 会 社

TEL099（225）2455
http://www.kagoshimalease.co.jp

担保評価業務・労働者派遣事業・有料職業紹介事業
かぎんオフィスビジネス株式会社

TEL099（216）5086

住宅ローン・消費者ローンの債務保証業務
鹿児島保証サービス株式会社

TEL099（224）2760

クレジット・信用保証・金銭貸付業務
株 式 会 社 鹿 児 島 カ ー ド

TEL099（223）2011
https://www.kagoshimacard.co.jp

連結子会社の経理業務
九 州 会 計 サ ー ビ ス 株 式 会 社

TEL099（239）9756

銀行代理業務
か ぎ ん 代 理 店 株 式 会 社

TEL099（239）9822

地域とともに歩み、地域社会の明日を拓く
かぎんグループ

定価 本体800円 ＋税 送料別
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かぎんグループ

【本　社】
〒892-0822 鹿児島市泉町３番３号
 鹿児島銀行 本店別館ビル７階
TEL.099（225）7491　FAX.099（226）5975
E-mail：info@ker.co.jp　URL：https://www.ker.co.jp

【熊本本社】
〒860-0012 熊本市中央区紺屋今町 1 番 23 号 肥後商事ビル 5F
TEL.096（288）2723　FAX.096（288）2763 

【福岡本社】
〒812-0011 福岡市博多区博多駅前 2-19-22 KFG福岡ビル 9F 鹿児島銀行福岡事務所内
TEL.080（8393）9905

【宮崎本社】
〒880-0806 宮崎市広島 2 丁目 12-14 鹿児島銀行宮崎支店内
TEL.0985（78）4700

【沖縄本社】
〒900-0015 那覇市久茂地１丁目２番 20 号 OTV国和プラザ 102 鹿児島銀行沖縄支店内
TEL.098（917）2230　FAX.098（917）2270
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〈表紙写真～「桜島View Spot 77」より〉
桜島物産館展望台（鹿児島市）
　桜島島内で最も美しく山が見られるとい
われる展望台であり、ここからの桜島の迫
力は圧倒的。繰り返す噴火によって形成さ
れた荒 し々い山肌や、噴火の影響を受け
ながらも懸命に生きる松などを見ることが
できる。桜島を背景に世界一大きいといわ
れる桜島大根のオブジェや、維新志士の
詩と記念撮影できるフォトスポットにもなっ
ている。
○提供：観光かごしま大キャンペーン推進協議会
○撮影：中村　正賢氏
	 ＡＴＭＥＮ（アートメン）　カメラマン

ビジネスセミナーのご案内45

南の風
待ったなしの事業承継
古川　仲二／公益財団法人かごしま産業支援センター　理事長
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よかど鹿児島 お店紹介　・観光旅行センター　Tourism＆Travel Center
　　　　　　　　　　　 ・餡心　ほあん堂

49

旬語辞典　民法改正04

湯ネスコ　「田之湯温泉」（日置市）18

かごしま焼酎　蔵を訪ねて　第七回　国分酒造～霧島市16
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経営の
ヒント

【解 答】　② 1993 年、白神山地とともに、世界文化遺産に登録された
屋久島は1993年、白神山地とともに、国内ではいち早く世界自

・
然
・
遺産に登録された。今年7月開かれる予定

の世界遺産委員会では「奄美大島、徳之島、沖縄県北部および西表島」が審査される予定であり、登録されれば、
本県にとって2つ目の世界自然遺産となる。

※解説は当研究所で作成いたしました。

【解 答】【問題】は目次に！

10 ビジネスQ&A【人事・労務】
同一労働同一賃金への対応と実務③

13 知っと～と福岡
アイランドシティの開発状況 

14 台北だより
「SARS」の教訓を生かした台湾の防疫事情

8 経営情報
セミナーレポート～経営幹部強化塾～

6 〈寄稿〉農水産業
ＩＣＴを活用したブロイラー生産システムの開発
～鹿児島大学共同獣医学部・小澤真准教授～
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マンスリー
データ

41 経済日誌
鹿児島県内 ・ 全国・九州 ・ 宮崎県内

26 宮崎県

30 熊本県

22 鹿児島県
景　況

37 宮崎県・熊本県・福岡県・沖縄県の経済指標

34 全国・鹿児島県の経済指標
指　標
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プラスワン
時流を読む

PlusONE

・�最近の県内景況は、雇用情勢が堅調に推移し、投資関連に持ち直しの動きがみられるもの
の、生産活動、消費関連がやや弱含んでいるほか、観光関連が弱含むなど、全体としてや
や弱含んでいる。

・�本稿では、県内企業が本県の景気をどのように捉えているかについて、当研究所が実施し
たアンケート調査結果から説明する。

本県景気の現状について
～個人消費の低迷などで景況感はマイナス圏に～

景況感はマイナス圏に大幅下落
本県の景気の現状について、「横ばい」と回答した企

業割合が59％と最も多かった（図表１）。また、「拡大して

いる」「緩やかに拡大している」と回答した企業割合の合

計は５％、「緩やかに後退している」「後退している」と回

答した企業割合の合計は36％となり、D.I.は▲31と前回

調 査（2018年12月）のD.I. （７）

から38㌽下落した。業種別にみて

も全ての業種で大幅に下落した。

米中貿易摩擦や日韓関係の悪化な

どの懸念が増す海外経済の動向や、

深刻化する人手不足、19年10月から

の消費増税などを背景に、景気の

現状に対し厳しい見方が多かった。

「拡大している」または「緩や

かに拡大している」とした要因は、

「外国人観光客の増加」（47％）

が最も多く、次いで「設備投資の

活発化」（32％）、「公共工事の増加」

（26％）などの順となった（図表２）。

一 方、「 緩 やかに後 退してい

る」または「後退している」とした

要因は、「個人消費の低迷」が

71％と最も多く、次いで「人手不

足」（53％）、「消費増税の影響」

（45％）、「雇用・所得環境の悪

化」（29％）などの順となった。今

〈調査の概要〉
１．調査時期　�2019 年 12月下旬
　 （第 158回県内企業・業況調査時）
２．調査方法　�インターネット及び郵送
３．対象企業　�県内主要企業 500社
４．回答状況　�回答企業 355社�

回答率 71.0％

図表1　本県の景気の現状 （単位：％）
全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

拡大している 0 0 2 0 0 0
緩やかに拡大している 5 3 2 5 6 9

横ばい 59 57 72 53 51 62
緩やかに後退している 31 34 22 39 34 26
後退している 5 6 2 3 9 3

Ｄ.Ｉ.（今回：2019年12月） （Ａ） ▲ 31 ▲ 37 ▲ 20 ▲ 37 ▲ 37 ▲ 20
Ｄ.Ｉ.（前回：2018年12月） （Ｂ） 7 ▲ 1 21 7 ▲ 2 11

増減 （Ａ）－（Ｂ） ▲ 38 ▲ 36 ▲ 41 ▲ 44 ▲ 35 ▲ 31

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

拡
　
大
　
要
　
因
　
注１

外国人観光客の増加 47 67 0 100 67 33
設備投資の活発化 32 0 50 50 0 44
公共工事の増加 26 0 100 0 33 22
個人消費の回復 16 33 50 0 0 11
住宅投資の活発化 16 0 50 50 33 0
補正予算などの政策効果 11 0 0 0 33 11
雇用・所得環境の改善 11 33 0 0 0 11
為替・株式動向 11 33 0 50 0 0
中国など新興国の経済回復 5 33 0 0 0 0
欧米など先進国の経済回復 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

後
　
退
　
要
　
因
　
注2

個人消費の低迷 71 59 58 64 92 80
人手不足 53 56 33 50 50 60
消費増税の影響 45 39 42 57 50 43
雇用・所得環境の悪化 29 22 17 21 42 37
日韓関係の悪化 27 24 17 14 17 50
政策効果の息切れ 22 10 42 0 25 37
公共工事の減少 18 17 58 14 13 10
米中貿易摩擦の影響 17 27 8 7 13 13
設備投資の落ち込み 16 10 33 21 8 20
中国など新興国経済の減速 12 12 8 7 8 20
住宅投資の減速 6 0 25 7 4 7
欧米など先進国経済の減速 5 5 0 0 8 7
為替・株式動向 3 2 0 0 4 7
その他 3 2 8 0 0 3

図表2　景気拡大要因・後退要因 （単位：％）

注1）「拡大している」「緩やかに拡大している」と答えた企業のみ回答。
注2）「緩やかに後退している」「後退している」と答えた企業のみ回答。
注3）複数回答
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